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国 名 G N P 工業生産高
エネルギー 使用中の
消費量 自動車台数
日 本 10.8 14.8 11.6 25.3 
アメリカ 4.2 4.8 4.5 3.7 
イギリス 2.7 2.8 2.3 6.6 
フランス 5.6 5.9 5.3 8.2 
イタリア 5.5 7.0 8.9 24.1 
スウェー テeン 4.6 6.1 5.0 6.4 
オランダ 5.3 7.3 8.4 15.7 





































































































































































































(出所)Kneese， A. V.，“Directions of Res巴arch
and International Cooperation in the 
Future" (1970年 3月)
経営診断への環境事前評価の新しい展開について (1) 101 
表4 日本および主要国における大気質の目標(1975年)
国 名 S02(ppm) N02(ppm) 
日 本 0.04 0.02 
カ ナ ダ 0.06 0.10 
アメ リ カ 0.14 0.13 
西ドイ ツ 0.06 0.15 
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経営診断への環境事前評価の新しい展開について (1) 105 
従来の経営診断項目
。工場団地診断の場合
・立地条件
・用地
-気候災害
・鉄道港湾
.道路
・電信電話
・上下水道
.電力
・労働力需給
・厚生施設
・公共機関
・集団化の経済構造
・集団化企業業種と一
般当該業界との関係
.地域産業と集団化企
業業種との関係
・集団化企業の実態
.経営実態
・集団化への協調性
.集団化目標の設定
・事業協同組合の実態
.集団化の性格
・集団化基本計画
・集団化総合計蘭
・建設計画
-団地レイアウト
・事業化共同組合の経営
計画
・組合の組織
・事業運営
・共同事業の計画
・設備計画
・資金計画
・要員計画
.利益計画
・集団化企業経営計画
-販売計画
・生産計薗
.設備計画
・要員計画
.資金計画
・利益計画
-事業協同組合
・土地造成
・工場及共同施設配置
等
・施設設計
・工場設計
-共同施設建設
・関連施設建設
.集団化企業
・工場建設設計
.工場設計
・機械設備配置
.工場移転
・経済的立地的環境変化
・集団化企業業種の動
向
-立地条件の変化
・集団化の経緯形成
・用地の運営目標方針
.団地運営と指導体制
.経営環境の変化
・経営実態
-管理水準
・経営成果
-設備の近代化
・返済財源
・生産能力増大
・合理化達成状況
.資金状況
・団地運営
出所:中小企業庁編診断要領等例規集，
社団法人 中小企業診断協会p463 
環境影響評価項目
。環境保全計画と環境影響
予測
1.開発計画の概要
2.土地利用計画
・全体計画
.工業区画
・住居商業区画
・農業，畜産業等区画
・港湾，海岸及び河川
3.工場立地計画
・基幹産業
・中小企業
4.交通計画
・陸上交通
.海上交通
・その他の交通
5.利水計画等
・用水計画
・漁業等利用計画
6.自然的環境保全計画
7.廃棄物，下水道等計画
・廃棄物
-下水道等
・油濁防止施設
8.その他の開発計商におい
て特に留意した事項
9.隣接域又は地域内の汚染
物質削減計画等
10環境大気予測
・発生源情報
・気象条件
-大気質の予測
11環境水質の予測
・発生源等情報
・水象条件
-水質の予測
12騒音等予測
13今後の環境保全対策
。総合評価
出所:環境情報科学センタ一環境影響評価制度研究班編
環境影響評価資料集p43 
